様式第１号（第６条関係）
令和　年　月　日


佐　賀　県　知　事　　　様


	申請者

	住　所
	〒

	
	佐賀県

	(ふりがな)
	

	企業名
	

	(ふりがな)
	

	代表者役職・氏名
	



（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ
設備投資促進事業費補助金　交付申請書

下記のとおり（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業を実施したいので、佐賀県補助金等交付規則及び（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて申請します。
記

１　補助金交付申請額　金〇〇〇円
２　関係書類
· 補助事業計画書（別紙１）
· 事業経費積算書（別紙２）※添付資料含む
　　・　誓約書（公募要領　別紙１）
・　直近年度の温室効果ガス排出量調査票（公募要領　別紙２）※添付資料含む
・　会社概要が分かるパンフレット等
・　中小企業者に該当することを証明する書類
· 納付すべき税金を滞納していないことを証明する資料
· 脱炭素経営ロードマップ（公募要領　別紙３）※任意提出
【注意】脱炭素経営ロードマップ（公募要領　別紙３）は任意提出ですが、審査時の加点対象です。
様式第１号別紙１（第６条関係）

（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ
設備投資促進事業費補助金　事業計画書

Ⅰ　申請者の概要
	① 企業名等
	

	② 所在地
（本社）
	〒

	③ 所在地
(事業実施場所)
	〒

	④ 代表者
	職名
	
	氏名
	

	⑤ 事業担当者
	職名
	
	氏名
	

	⑥ 事業担当者　
連絡先
	電話番号
	

	
	E-mail
	

	⑦ 資本金
	        　円
	⑧ 売上高1)
	円

	⑨ 従業者数2)
	　　　　　　　人
	

	⑩ 要綱第３条１項１号から６号に該当しますか。
	□はい　□いいえ

	⑪ 業種3)
	大分類
	

	
	中分類
	

	
	小分類
	

	⑫ 主な事業内容

	



1) 直近の決算期における売上高を記載してください。
2) 常時使用する従業員数を記載ください。
3) 総務省ホームページに掲載されている「日本標準産業分類」から該当する分類を選択してください。


Ⅱ　事業の内容
	⑬ 事業の目的

	※今回の事業を簡潔に記載（１００文字程度）

	⑭導入設備の名称

	※導入する機器やソフトなどを以下の項目で記載。
・導入機器名
・メーカー
・型式

	⑮ 事業の概要

	· 設備投資の前後での変化について、可能な限り図や写真を用いて分かりやすく記載してください。

	⑯ 事業の効果

	

	⑰ 事業の実施体制

	

	⑱ その他アピールしたいこと

	※副次的な効果（生産性の向上、労働環境の改善）、脱炭素経営の推進に向けた取組など

	⑲ 配置予定場所（図でも可）

	



Ⅲ　補助事業の収支予算
＜収入の部＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	予算額
	備考欄

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	



＜支出の部＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	予算額
	備考欄

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	




Ⅳ　事業の実施から完了までの予定スケジュール
	項　目
	予定年月

	契約締結日
	

	工事着工日
	

	工事完了日
	

	支払完了日
	




Ⅴ　経費内訳総括表（詳細は事業経費積算書（様式第１号別紙２）に記載、単位：円）
	補助対象経費区分
	事業に要する経費
(税込)
	補助対象経費3) (税抜) (B)
	補助金交付申請額4)
(C)=(B)×2/3以内
(千円未満は切り捨て)

	1 設計費
	
	
	

	2 設備費
	
	
	

	3 工事費
	
	
	

	4 その他
	
	
	

	合計
	
	
	


3)事業費(補助対象経費)の下限は3,000,000円です。
4)補助金交付申請額の上限額は10,000,000円、下限額は2,000,000円です。


様式第１号別紙２（第６条関係）

（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金　事業経費積算書
（単位：円）
	補助対象
経費区分
	品名・実施内容等
	仕様・型式
・実施概要等
	数量
	単位
	単価
(税抜)
	補助事業に要する
経費 (税込)
	補助対象経費
(税抜)

	設計費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	設備費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	工事費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	合計
	補助対象経費
(税抜)

	
	


【注意】
・補助対象経費については、交付要綱の別表第１及び２（第５条関係）を御確認ください。
・必要に応じて、行を増やしてください。可能な限り詳細に記載してください。
＜添付資料＞
・積算根拠（参考見積書等）
・導入する設備の概要が分かる資料（仕様書・カタログ　等）

様式第２号（第８条関係）
令和　年　月　日


佐　賀　県　知　事　　　様


	補助事業者

	住　所
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	




（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ
設備投資促進事業費補助金　変更承認申請書


令和　年　月　日付け産グリ第　　　号により補助金交付決定の通知があった（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金について、別紙に記載した理由により事業の内容及び経費の配分を変更し〔金○○○円の減額承認を受け〕たいので、佐賀県補助金等交付規則及び（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

１　変更後補助金交付申請額　金〇〇〇円
２　関係書類
□　変更補助事業計画書（別紙１）
□　変更事業経費積算書（別紙２）


【注意】１．金額の変更のない変更申請の場合は〔　　　〕の分は消去すること。


様式第２号別紙１（第８条関係）

（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ
設備投資促進事業費補助金　変更補助事業計画書

Ⅰ　補助事業者の概要
	企業名等
	

	所在地
(事業を実施する場所)
	〒

	代表者
	職名
	
	氏名
	

	事業担当者
	職名
	
	氏名
	

	事業担当者
連絡先
	電話番号
	

	
	E-mail
	

	変更の理由
	


【注意】交付決定を受けた補助事業計画書から変更する場所は、以下の方法により記載してください（Ⅱ~Ⅴにおいても同様とする）。
(1)　変更しない箇所は、当初申請書に記載した内容をそのまま転記してください。
(2)　変更する箇所は、変更前を括弧書きとし上段に記載したうえで、下段に変更後の情報を記載してください。

Ⅱ　事業の内容
	変更内容の概要

	※変更理由、変更内容



Ⅲ　補助事業の収支予算
＜収入の部＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	予算額
	備考欄

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	



＜支出の部＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	予算額
	備考欄

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	




Ⅳ　事業の実施から完了までの予定スケジュール
	項　目
	予定年月

	契約締結日
	

	工事着工日
	

	工事完了日
	

	支払完了日
	




Ⅴ　経費内訳総括表（詳細は変更事業経費積算書（様式第１号別紙２）に記載、単位：円）
	補助対象経費区分
	事業に要する経費
(税込)
	補助対象経費1) (税抜) (B)
	補助金交付申請額２)
(C)=(B)×2/3以内
(千円未満は切り捨て)

	① 設計費
	
	
	

	② 設備費
	
	
	

	③ 工事費
	
	
	

	④ その他
	
	
	

	合計
	
	
	


1)事業費(補助対象経費)の下限は3,000,000円です。
2)補助金交付申請額の上限額は10,000,000円、下限額は2,000,000円です。

様式第２号別紙２（第８条関係）

（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金　変更事業経費積算書
（単位：円）
	補助対象
経費区分
	品名・実施内容等
	仕様・型式
・実施概要等
	数量
	単位
	単価
(税抜)
	補助事業に要する
経費 (税込)
	補助対象経費
(税抜)

	設計費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	設備費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	工事費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	合計
	補助対象経費
(税抜)

	
	


【注意】交付決定を受けた補助事業計画書から転記し（上段に記載し括弧付けする）、変更する箇所は下段に変更後の情報を、変更しない箇所は下段に「変更なし」と記載してください。必要に応じて、行を増やしてください。
＜添付資料＞※変更がある場合のみ
〇　積算根拠（参考見積書等）
〇　導入する設備の概要が分かる資料（仕様書・カタログ　等）


様式第３号（第８条関係）
令和　年　月　日


佐　賀　県　知　事　　　様


	補助事業者

	住　所
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	




（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ
設備投資促進事業費補助金　廃止承認申請書


令和　年　月　日付け産グリ第　　　号により補助金交付決定の通知があった（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金について、以下の理由により事業を廃止したいので、佐賀県補助金等交付規則及び（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて申請します。

記

	１　廃止する事業概要

	

	２　事業を廃止する理由

	

	３　事業を廃止する時期

	





様式第４号（第９条関係）
令和　年　月　日


佐　賀　県　知　事　　　様


	補助事業者

	住　所
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	




（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ
設備投資促進事業費補助金　取下げ届出書


令和　年　月　日付け産グリ第　　　号により補助金交付決定の通知があった（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金について、佐賀県補助金等交付規則及び（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金交付要綱の規定に基づき、別紙理由により交付申請を取り下げますので届け出ます。


様式第５号（第11条関係）
令和　年　月　日


佐　賀　県　知　事　　　様


	補助事業者

	住　所
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	




（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ
設備投資促進事業費補助金　遂行状況報告書


令和　年　月　日付け産グリ第　　　号により補助金交付決定の通知があった（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金の遂行状況について、佐賀県補助金等交付規則及び（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

事業の遂行状況等　　　別紙のとおり（様式任意）


[bookmark: _Hlk41828812]様式第６号（第12条関係）
令和　年　月　日


佐　賀　県　知　事　　　様

	補助事業者

	住　所
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	



（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ
設備投資促進事業費補助金　実績報告書

令和　年　月　日付け産グリ第　　　号により補助金交付決定の通知〔があり、令和　年　月　日付け産グリ第　　　号により変更交付決定の通知〕があった（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金について、下記のとおり事業を実施したので、佐賀県補助金等交付規則及び（令和7年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金交付要綱の規定により、関係書類を添えて報告します。

記

【関係書類】
□　事業実施結果報告書（別紙１）
□　事業経費実績書（別紙２）
□　取得財産等管理台帳（別紙３）
□　契約書の写し又はこれに代わるもの
□　完成前後の写真
□　竣工図面
□　工事完了を証する書類及び支出を証する書類の写し

※　【提出時削除】複数回変更交付決定を受けている場合は、変更交付決定の日及び文書番号を列記すること。


様式第６号別紙１（第12条関係）

（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ
設備投資促進事業費補助金　事業実施結果報告書

Ⅰ　補助事業者の概要
	企業名等
	

	所在地
(事業実施場所)
	

	代表者
	職名
	
	氏名
	

	事業担当者
	職名
	
	氏名
	

	事業担当者
連絡先
	電話番号
	

	
	E-mail
	



Ⅱ　事業実施結果の内容
	導入した設備の名称

	※導入した機器やソフトなどを以下の項目で記載。
・導入機器名
・メーカー
・型式

	事業実施結果の概要

	· 設備投資の前後での変化について、可能な限り図や写真を用いて分かりやすく記載してください。

	今後期待される効果

	

	配置した場所（図でも可）

	




Ⅲ　補助事業の収支決算
＜収入の部＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	決算見込額
	備考欄

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	



＜支出の部＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	決算見込額
	備考欄

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	




Ⅳ　事業の実施から完了までのスケジュール実績
	項　目
	予定年月

	契約締結日
	

	工事着工日
	

	工事完了日
	

	支払完了日
	




Ⅴ　経費内訳総括表（詳細は事業経費実績書（様式第７号別紙２）に記載、単位：円）
	補助対象経費区分
	事業に要する経費
(税込)
	補助対象経費1) (税抜) (B)
	補助金交付申請額2)
(C)=(B)×2/3以内
(千円未満は切り捨て)

	① 設計費
	
	
	

	② 設備費
	
	
	

	③ 工事費
	
	
	

	④ その他
	
	
	

	合計
	
	
	


1)事業費(補助対象経費)の下限は3,000,000円です。
2)補助金交付申請額の上限額は10,000,000円、下限額は2,000,000円です。



様式第６号別紙２（第12条関係）

（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金　事業経費実績書
（単位：円）
	補助対象
経費区分
	品名・実施内容等
	仕様・型式
・実施概要等
	数量
	単位
	単価
(税抜)
	補助事業に要する
経費 (税込)
	補助対象経費
(税抜)

	設計費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	設備費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	工事費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	

	合計
	補助対象経費
(税抜)

	
	


【注意】必要に応じて、行を増やしてください。

様式第６号別紙３（第12条関係）

（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金　取得財産等管理台帳

	品名
	様式・型式等
	取得年月日
	検収年月日
	耐用
年数
	単価
(税抜)
	数量
	取得額
(税込)
	設置場所
	備品番号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



様式第７号（第14条関係）
令和　年　月　日

佐　賀　県　知　事　　　様

	請求者

	住　所
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	



（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ
設備投資促進事業費補助金　交付請求書

令和　年　月　日付け産グリ第　　　号で確定通知があった（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金として、下記金額を交付されるよう佐賀県補助金等交付規則及び（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金交付要綱の規定により請求します。

記

	請求額
	金〇〇〇円


　　　　　　

【振込先】
	金融機関名
	

	支店名
	

	口座種別・口座番号
	

	口座名義人（フリガナ）
	

	口座名義人
	



※通帳等の写し（振込先記載内容が確認できる部分）を添付してください。（補助金の振込先は、補助事業者名義の口座に限ります。）


様式第８号（第17条関係）
令和　年　月　日


佐　賀　県　知　事　　　様

	補助事業者

	住　所
	〒

	
	佐賀県

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	



（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ
設備投資促進事業に係る財産処分承認申請書


令和　年　月　日付け産グリ第　　　号に額の確定通知があった（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業に係る財産の処分の承認を受けたいので、佐賀県補助金等交付規則及び佐（令和７年度補正予算）佐賀型カーボンニュートラルチャレンジ設備投資促進事業費補助金交付要綱の規定により下記のとおり申請します。

記

１　処分しようとする財産及びその内容
	処分する財産
	

	処分の方法
	※売却、譲渡、交換、貸与、廃棄、その他（その他は具体的な理由を記入）

	処分の予定時期
	　令和　年　月　日（から令和　年　月　日まで）

	処分の理由
	

	処分の条件
	※処分により収益が見込まれる場合は、その額を記入



２　相手方（住所、氏名、使用の目的及び条件）


